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小 島 清

Ⅰ 開 題

国際間でなぜ経済成長率に較差が生ずるのか,戦後イギリスの成長率がなぜ

先進国の中で一番低 くなったのか,さらに,1973年のオイル ･ショックを境に

して先進諸国の成長率はなぜ半減したのか｡このような興味ある課題に答える

べく二種の経済成長論一一一づupply oriented approach(供給説)とdemand

orientedapproach(需要説)- を展開しているのが次の大著1)である｡

J.S.L.McCombieandA.P.Thirlwall,EconomicGy10WthandBalance-

of-PaymentsConstraint,1994,Macmillan,London,pp.616.(執筆当時

McCombieはCambridge大学のFellow,ThirlwallはKent大学教授｡後者が

主な著者であるので,簡単のため,サールウォール著と引用することもある｡)

表 1の(1)にGDPの年平均成長率が示されている｡OECDの13カ国について

計測しているが,代表として日本とドイツ(高速成長国),イギリスとアメリカ

(低速成長国)の4カ国をかかげておいた｡1951-73年の高成長期 (TheLong

BoomorGoldenAge)にくらべ,1973年の石油ショックを契機に成長率は急

低落 (ほぼ半減)し,1973-89年の転換期 (TheClimactericと言う)に入っ

た｡1990年代以降は検討されていないO

サールウォールらが究明したいのは,前期にくらべ後期でGDPが半減した

こと,いずれの期においても各国の成長率に差があること,就中イギリスの成

長率がなぜ最低であるのか,といったことの原因である｡それを説明するのに

少 くとも二種の成長理論が浮かび上るとする｡一つはneoclassicaltheoryof

supply-orientedapproach(供給説経済成長論と略しておこう)であり,もう

一つはHarrodiantheoryofdemand-orientedapproach(需要説経済成長論)

これである｡
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両説の定義は順次明らかにせねばならないが,サールウォールらが先ず指摘

するのは,表 1において,-人当たり生産性pの変化がGDP成長率yと非常に

よく対応していることである｡人口成長率 (1%前後)だけyがpを上回るの

は当然である｡かりにこの相関関係が有意であると,供給説経済成長論が支持

できることになる｡すなわちGDP成長率は生産性向上率に大きく左右される

ものであると｡供給説は｢供給は需要を創 り出す｣というセイの販路法則2)を仮

定していることになる｡

表 1 成長率 (%,年率)

(1) Gop
成長率

γ

(2)生産性
成長率

(労働一人当り)
♪

(3)貿易均衡
保証成長率

y21

Ⅰ 高成長期

日本

ドイツ

イギリス

アメリカ

13ヶ国単純平均

ⅠⅠ 転換期

日本

ドイツ

イギリス

アメリカ

13ヶ国単純平均

(1951-73) (1951-73) (1951-73)

9.67 8.13 12.52

5.71 4.71 5.71

2.65 2.30 2.71

3.60 2.15

4.95 3.92

(1973-89) (1973-89)

3.77 2.94

1.98 1.90

1.81 1.40

2.60 0.65

2.56 1.76

3.38

y yB
(1970-85)

(2.4) 2.6

(1.9) 2.2

(2.5) 2.5

出所 :(1)と(2)McCombieandThirlwall,EconomicG71DWthandtheBalance-of-
PaymentsConstraint,Macmillan,1994,p.7.

(3)p.241,p.243.

ところがケインズ説の出現以来,需要 (有効需要)が経済成長の制約

(constraint)になることが気づかれ,とくに,貿易均衡保証成長率(thebalance-

of-paymentsequilibrium growthrate)yBが実現されるべきであると,サー

ルウォー)I,(1979,1982)が強調した｡｢需要説経済成長論｣の新しいフォーミュ

レーションである｡それは次稿で詳論するのであるが,簡略していえば,

eZ X
yB=言=妄
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ここで,Zは世界の所得成長率,eは世界の自国品需要の(つまり自国品輸出の)

所得弾力性であるOしたがってez-xが自国の輸出成長率となる.もう一つの

7Eは自国の輸入需要の所得弾力性である.ハロッドの貿易乗数は,静態的には

(1/m)(ただLm は限界輸入性向)であるが,動態的には (1/7t)(ただし方

は輸入需要所得弾力性)となる.輸出の成長率xに,乗数1/7Tを掛けるとGDP

の成長率再 こなる｡すなわちy-x/7rである.変形すると7T･y-Xとなる.つ

まり7(･再 ま輸入成長率であるが,それは輸出成長率たるxに等しい｡それ故か

かる再 ま｢貿易均衡を保証する成長率｣yBなのである.

表 1の(3)欄にいくつかのyBの計測値が示されている.(1)欄のGDP成長の実

現値yと,推計者が違うということもあって厳密な比較は許されない.だが日

本を除き,yBはyと非常に近い値になっている｡貿易均衡という需要の制約を

考慮する需要説経済成長論は支持してよいことの十分な証明であるとサール

ウォールらは考えている.ただし日本のyBだけが12.52%と突出しており,かつ

実現値9.67%をはるかに上回っているo yB以下の低い実現成長率にとどめたの

で,輸入が十分に増加せず,日本は大きな出超をかせぐことになった｡また日

本のような追い上げ国では,需要制約を考える必要はなく,入手可能な諸生産

要素 (資源)を動員して最高速度の成長 (capacitygrowth)を追求すればよかっ

たのかもしれない｡とまれ,そういう供給説経済成長論の方が,需要説よりも

よりよくあてはまることもあろう｡このことを日本のケースは物語っていよう｡

サールウォールらは,供給説の深化をもはかっているが,結局,需要説の方を

より多 くサポートするという立場にある｡

以下第 ⅠⅠ節では,新古典派の経済成長論 は供給説 (supply oriented

approach)であって,国民生産物 (GDP)を生産する一本の統合生産関数を措

定する｡労働 ･資本といった投入生産要素と技術進歩との貢献によって,極大

の国民生産物が生産され増大 (成長)していくことになる｡それら一つ一つの

貢献を検出するのが成長会計 (growthaccounting)アプローチである｡

成長会計分析の実証研究によると,国民生産物成長のうち労働 ･資本の貢献

分を差引いた残差 (residual)として求められる全要素生産性 (totalfactor

productivity)向上率- それを技術進歩率とみる- が,かなり大きな貢献を

果しており,経済成長率の国際間較差の最も顕著な原因であることがわかる｡

しかし,全要素生産性向上率つまり技術進歩率が残差として算出され,外生
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的或いは与件的なこの供給側要因によって経済成長が説明されるのは満足すべ

きことではない｡そこで全要素生産性向上がいくつかの要因の力で内生的にも

たらされることが追求される｡内生的(endogeneous)経済成長論への志向であ

る｡

第ⅠⅠⅠ節では次の点が強調される｡規模経済の得られる卓越 (superior)産業部

門を拡大し,輸出産業にまで成長させる,逆に技術進歩の少ない劣後(inferior)

部門を縮小するという生産要素の再配分,産業構成の構造変動こそが,労働生

産性の向上,経済成長率の引上げにいちばん有効に貢献する｡成長牽引部門の

規模経済,コスト逓減が一種の外部経済を生み出し,経済全体の収穫逓増をも

たらす｡経済全体の総合的規模経済 (overalleconomiesofscale)である｡経

済成長率が高いほど総合的技術進歩率が高いという関係が見出される｡これを

KaldorはVerdoornLawと名づけ,経済成長論の中核に据えたのである｡

第ⅠⅤ節で紹介するフェアドーン法則すなわち総合的規模経済こそ重要である｡

それこそ生産性向上の基本メカニズムであり,経済成長率の国際較差の主要原

因をなしている｡またこの浮揚力の故に二国間或いは経済統合地域における累

積的成長因果関係cumulativecausationが生み出されるのである｡さらにフェ

アドーン法則により,私の比較成長率原理を比較生産費原理と完全にリンクで

きることがわかった｡

最後の第Ⅴ節において,本稿を要約するとともに,供給説経済成長論に欠け

ているもの,補うべきものについて,三つのコメントをかかげておいた｡

ⅠⅠ 新古典派の成長会計分析

く概観)

新古典派の供給説経済成長論による国別成長率較差の説明はいわゆる

growthaccounting(成長会計)分析によってなされる.それは次の如き,経済

全体の統合 (aggregate)生産関数を基礎にして考察が進められる (McCombie

andThirlwal1,1994,Chap.1,p.20ff.)0

O-F (L;K ;i) (1)

ここでQは産出量すなわちGDP(国内総生産)である.Lは投入労働量 (通常

雇用者数,或いは総労働時間であらわす)であり,方 は投入資本量 (定義はむ

つかしいが capitalstock)である.もう一つの説明変数として時間 tが含めら

-24-



供給説経済成長論

れている｡これは生産関数をオーバータイムに上方にシフトさせる外生的技術

変化を考慮に入れるためである｡結局(1)式は,産出高水準は,労働,資本およ

び技術の状況によって左右される技術的関連を示すものである｡

(1)式を時間に関し微分すれば次のようになる｡

雷 -富 ･普+芸 ･晋.普

この式をQで割ると (産出高単位当りにすると)

去･普 -吉･富 ･普+去･芸 ･晋 +去･晋

成長率を小文字であらわすと,

q-去 ･富 l･i ･蛋 kH

或いは

q-α ･l+β･k+入

となる｡

(2)

(3)

(4)

(5)

ここでq,l,kはそれぞれ産出量,投入労働量および投入資本量の成長率

(instantaneousproportionategrowthrates)である.A-(1/Q)(∂F/∂tHま

技術進歩率であるOα-(1/Q)(∂F/aL)と,β-(1/Q)(∂F/∂K)はそれぞれ労

働の産出弾力性と資本の産出弾力性である｡収穫不変 (constantreturnsto

scale)が支配的であるならα+β-1となる｡

要素市場で競争条件が満たされているならば,労働の限界生産物 ∂F/∂Lは

賃金率と等しくなる.また資本の限界生産物 ∂F/aK は資本レンタル価格と等

しくなる｡そうすると(2)式は,

q-a･l+(1-a)A+^ (6)

となり,αは労働シェアを,(1-α)は資本シェアをあらわすことになる｡

さてイギリスの高成長期1963-73年について諸変数の値を計測し,(6)式に代

入すると,

3.18%-0.68(0.13%)+0,32(3.85%)+̂ (7)

となった｡残差の九が全要素生産性 (totalfactorproductivity:tfp)の成長

率であり,技術進歩率をあらわすとされるのであるが,それは1.86%となる｡

(6),(7)式によると,経済成長率 (3.18%)は,雇用増加率 (0.13%),粗資本
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ストック増加率 (3.85%)および残差としての全要素生産性向上率 (技術進歩

率)(1.86%)によって生み出されるということになる｡これでは,経済成長が

すべて外生的或いは与件的な供給側要因 (変数)によって説明されるというこ

とになり,経済成長のプロセスを解明したことにはならない｡経済成長のプロ

セスの中で,それら変数がいわば内生的に変化,適応していくことが明らかに

されねばならない｡これが以下の課題である｡そういうプロセスの中で,国別

成長率較差の原因も明らかになってくるであろう｡

ここで表 1の(1),(2)欄について若干説明を加えておこう｡それはMaddison

(1982)の計測から取ったものである｡1951-73年の高成長期における先進国

GDPの平均成長率は5.0%であったが,その前の1870-1950年の2.3%にくらベ

2倍以上の高速成長を経験した｡その中でイギリスの年成長率は2.7%にすぎず

国際的には低い成長率であった｡それでもイギリスにとってはそれ以前の80年

間における1.6%よりははるかに高い成長率であった｡

1951-73年の高成長の原因として,戦後復興,マーシャル援助,貿易自由化

など多数の要因があげられる｡イギリスとアメリカの成長率は低 く,逆に日本

とドイツのそれは高いといった国際的較差は,この高成長期でも,次の転換期

(1973-89年)でも,変りはなかった｡投資と輸出の高い伸長が注目された｡

ケインズ革命 (有効需要管理)も貢献した｡技術進歩が著しかったのである｡

人口増加に加うるに労働一人当り生産性(p)の増加なくしては産出高(GDP)

の成長はありえない｡上述いくつかの要因もすべて労働生産性の向上に貢献し

それに集約される｡そういう意味で,表 1に(2)欄の労働生産性増加率 (♪)がか

かげられ,GDP成長率 (y) と対比されたのである.高い相関関係が見出せ

る｡そこで以下では労働生産性向上のプロセスとかメカニズムが追求される｡

これが供給説経済成長論の核心をなすのである｡

く経済成長の源泉)

表2はKendrick(1981)による推計の要約である｡ただしGrossBusiness

Product(GBP)を検討の対象としている｡non-businesssectorの産出高その

他の変数の推計は容易でないからである｡

表2で第 1に注目されることは,産出高成長のうち主要な貢献を果たしてい

るのが全要素生産性 (totalfactorproductivity)成長率 (残差 Rlと呼ぶ)で

あることである｡1960-73年についていえば,西独ではGBP成長率4.6%のう
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ちRlが3.3%で,前者 の72%を説明で きる｡日本 で は10.8%の うち5.9%

(55%),イギリスでは2.9%のうち1.8% (62%)といった具合である｡ただし

アメリカでは4.4%のうち1.7% (39%)であり,全要素投入量の増加率2.6%の

方が最大になっている｡

表 2 経済成長の源泉 :各変数の年成長率 (%) Kendrickの推計

(心 1960-73 (B) 1973-79

総 ビジネス生産
(G ち P)

日本 西独 イギリス アメリカ

10.8 4.6 2.9 4.4

全 要 素 投 入 量 4.9 1.3 1.2 2.6

(1) 労働投入量 1.3 -0.8 -0.1 0.9

(il) 資本投入量 3.6 2.1 1.3 1.7

琵a｡a｡ity#Uti.isati｡票 o･o o･0 -011 0･1

全署 素量 産 監 519 3･3 1･8 1･7

(GBPに占める割合%) (55) (72) (62) (39)

(lii) 雷 撃 雷 1･1 0･5 0･3 0･4

(iv) 慧著 農 芸 1･1 013 0･2 0･2

% l_(fi.ivy)2 3･7 2･5 1･3 1･1

技 術 進 歩 率 2.3 1.2 0.7 1.2

(V)釜生的技夢 o･5 0･5 0･5 0･5

(vi)鼓&Dの讐 o･5 0･6 0･2 0･5

(V]争 軍 内 技 慧 1･3 0･1 010 0･2

琵_(V苧vi.viF ヲ 1･4 1･3 0･6 -011

(vliD 政府規制効果 -0.2 0.0 0.0 -0.1

罷｡_vS R4 1･6 1･3 0･6 0･0

日本 西独 イギリス アメリカ

4.2 2.2 0.5 2.9

3.0 0.2 1.0 2.8

0.9 -1.2 -0.1 1.6

2.1 1.4 1.1 1.2

-0.3 -0.1 -0.8 -0.2

1.5 2.1 0.3 0.3

(36) (95) (60) (10)

0.4 0.2 0.1 0.3

0.0 0.1 -0.1 -0.1

1.1 1.8 0,3 0.1

0.6 0.7 0.5 0.5

0.4 0.4 0.4 0.4

0,3 0,4 0.1 0.1

-0.1 -0.1 0.0 0.0

0,5 1.1 -0.2 -0.4

-1.0 -0.4 -0.2 -0.4

1.5 1.5 0.0 0.0

(出所)McCombieandThirlwal1,EconomicGrou)thandBalance-of-PaymentsCon-
stral'nt,1994,pp.30-31,pp.60-61.
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ところが,経済成長の最大の源泉をなすこのR.(全要素生産性成長率)が残

差 (residual)として算出され,体系の外部から与えられる唆味な与件的変数に

されていることは好ましくない｡残差ではなく,いくつかの内生的成長要因に

よって説明しうるはずである｡そういう努力がKendrickらによってなされた｡

先ず投入労働 (labourinput)の増加率についての修正が必要である｡人口増

加率は与件であろうが,投入労働量は長期的に見ると内生的に変化しうる｡単

純な雇用人員によってでなく次のような修正が必要である｡平均就労時間の変

化｡男女構成の変化｡労働のintensity(強度 ･集中度)｡労働の質の変化 (敬

育,徒弟制度,社内ジョブ訓練などに依存),などこれである｡しかしこれらの

計測はむつかしい｡Denison(1967)によって,1950-62年のアメリカでの,労

働の質の向上は,年0.49%であったとされている｡

資本投入増加率については,操業度 (capacityutilisation)の変化,能率の

高い新機械への移行(vintageとobsolescence)などが考慮に入れられねばなら

ない｡新機械の採用についての労働組合の対応の国別相違も無視できない｡

く逓増収穫の貢献)

完全競争条件と矛盾するかどうかという困難を含むが,収穫逓増(increasing

returnstoscaleoreconomiesofscale)が産出量と生産性の成長に重要な貢

献を果たしている (Denison,1967)｡逓増収穫の貢献が全要素生産性成長率に

占める比率は(1950-62年),西独で46%,日本で40%,イギリスで28%,アメ

リカで22%に達する (McCombieandThirlwal1,1994,Table1.8,p.34)0

ただし本稿表2のKendrickの推計とは若干異なる｡

Denison(1967)によれば,逓増収穫の源泉には三種のものがある｡第 1は,

国民的市場のサイズが大きい程,単位コストが低 くなる｡販売高が増加するに

つれ,産業間ならびに産業内特化 (分業)の機会が多くなり,分業と大量生産

を促進する｡大量購入と大量販売が単位当り取引コストを節約する｡

第 2に,最も速 く成長する財 (thefastestgrowingproducts)の相対価格

は,アメリカの方がヨーロッパより低 くなる｡高所得水準のアメリカの方が所

得弾力性の高いそういう財を安 く大量生産する便益をより早 く享受したからで

ある｡

第3に,自動車普及につれ,大規模店による小売りのコストを低 くした｡経

営の効率 (Ⅹ-efficiency)(HarveyLeibenstein,1978.)もイギリスが低い｡
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く労働のセクター間移動)

戦後多くの先進国で,産業構成の構造変動が起こり,農業から労働が放出さ

れ,最初に工業 (industry;製造業+鉱業+運輸 ･ガス ･電気等の公益事業)

に,次いでサービス業に移っていった (McCombieandThirlwal1,1994,pp.

35-7.)0

農業雇用の減少の原因は2つあるO-つは食糧品への所得弾力性が低いこと

である｡もう一つは,農家の統合 (規模経済を伴う)と農業の技術進歩とによ

り,労働投入の必要量が減らされたことである｡

通常,農業の賃金と労働生産性は他のセクターより低い｡家族経営が多いか

らである｡そこで低生産性の農業セクターから,より高い生産性のセクター,

とくに工業への労働者のトランスファーは,経済全体の統合 (aggregate)生産

性を高めた (戦後の早い時期に)｡開発途上国に見られた｢二重構造｣或いは｢二

重経済｣のLewis(1954)モデルが,先進国にも或程度妥てはまったわけであ

る｡

この資源配分の改善の総生産成長への貢献は小さくない｡しかし表2による

と,1960-73年において,イギリスとアメリカで年率0.2%,日本で1.1%,西

独で0.3%と推計されている｡

セクター内労働移動 (intra-sectoraltransferoflabour)つまりたとえば工

業の中での繊維産業から機械産業への移動による生産性増加効果も考慮に入れ

ねばならない｡

さて,残差たる全要素生産性成長率 (Rl) から,計測可能な,規模経済と資

源配分改善の効果とを差引いた第2の残差 R2が求まる｡年成長率で見て,西独

では2.5%,日本では3.7%,イギリスでは1.3%,アメリカでは1.1%というよ

うに,Rlよりも減少して,ごく僅かな残差になる｡

く技術進歩とR&D)

技術進歩という概念自体,定義することがむずかしい｡技術変化は誰かの自

発的 (autonomous)な発明に基づくと言う考え方がある｡他方,主に大企業の

R&D (研究開発)投資に依存するとの考え方もある｡成長会計論では,統合

生産関数において,労働 ･資本の貢献以外の残差をもって技術進歩率とみなす

方法が採られていた｡

Kendrickは,表2に示すように,1960-73年のイギリスについていうと,外
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生的技術進歩率が年0.5%,R&Dの直接効果が0.2%,国内技術普及効果が

0.0%で,技術進歩率は合計で0.7%になる｡従ってこれを除いた生産関数の第

3の残差 (これをR3と呼ぶ)は僅かに0.6%となる(無修正の全要素生産性成長

率 Rlは1.8%であった)｡日本の技術進歩率は2.3%で,イギリスより3倍も高

かった｡1950年代と60年代における日本の急速な生産性向上は,外国から進ん

だ生産プロセスと技術を導入したことに負う部分が多い｡逆にイギリスの低い

生産性は旧式プラントを廃棄しえなかった (労働組合の抵抗が強かったため)

ことに基づく (McCombieandThirlwal1,1994,p.49)0

く転換期での全要素生産性成長率)

1973年を分水嶺として先進諸国のGDP成長率はほぼ半減した｡4%成長だ

とGDPが2倍になるには18年で足りるのに,2%成長だと35年もかかる｡表 2

に示す ように,例 えば日本のGBPの成長率 は1960-73年の10.8%か ら,

1973-79年には4.2%の半分以下に低下 した｡この間全要素投入量増加率は

4.9%から3.0%へ低下し,全要素生産性改善率 (R.) は5.9%から1.5%へ大幅

に低下した｡この2つの要因によって産出量成長率の低落の殆んどすべてを説

明できる｡だが産出量成長率の低下は6.6% (すなわち10.8%-4.2%)である

のに,全要素生産性成長率の低下は4.4% (すなわち5.9%-1.5%)であって,

これが一番大きい説明要因となるo他の多くの国についても,全要素生産性の

成長スローダウンが産出高成長率の変化とよりよく対応している (McCombie

andThirlwal1,1994,Tablel.ll,p.53.)｡すべての国にとり,全要素生産性

成長率が転換期に入 り大幅に低下した(OECD21カ国平均で見ると,1960-73年

の2.8%から1973-79年の0.7%へ)｡このことが,GDP成長率半減の重大な原因

なのである｡

全要素生産性向上がスローダウンした原因が問われねばならないOエネル

ギー (石油)価格の大幅騰貴 (オイ)I,･ショック)の影響によって技術進歩が

停滞したことは事実であろう｡だが原因は複合しており一義的ではない｡

く生産性改善は残差ではない)

さて表2に立戻ってみよう｡以上の修正の他にもうーっ政府規制の効果が全

要素生産性成長率 (残差)の修正項目として加えられる｡これをも除くと,鷲

差 R｡はごく僅かなもの或いは意味のないものになる (アメリカではゼロにな

る)のである3)0
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以上のような全要素生産性 (残差 R.) の修正作業は次のことを物語る｡すな

わち,技術進歩の成果とみなされたこの全要素生産性の成長は,決して残差つ

まり外生的 (与件的)変化ではない｡それは,労働 ･資本といった投入要素の

質,年令･男女構成,就業時間など;規模経済,要素の部門間配分の改善 ;R&

Dの直接効果,技術の国内普及 ;政府規制の改善などによって,内生的変化と

して殆んどすべて説明しうるものである,ということである4)0

さらに技術進歩率だけでなく,労働,資本ストック,中間財なども,外生的

与件として成長の制約になるわけでなく,それらも経済成長に応じて内生的に

変化していくと言える｡すなわち第 1に,既に触れたが,人口増加は或程度見

通せる与件かもしれないが,雇用量は長期的には可変で内生的に変化する｡こ

とに女性の労働力化,労働の質の向上(教育による),労働の部門間移動,外国

人労働力(guestworker)の流出入などこれである｡直接投資による企業の海外

進出は,自国労働力の節約,外国低賃金労働力の活用に役立つ｡

生産性向上の多くは,上述のように,内生的(endogeneous)で産出量成長率

のいかんによって決定された｡同様に資本蓄積も外生的与件ではなく,売上の

期待成長の関数である｡急速な成長自体が投資を呼ぶのである｡

以上のように,労働,資本,技術進歩といった供給要因が内生的に変化する｡

しかもそれらの成長が全体の成長が速いほど速 くなると見る(ⅠⅤ節)｡ここに供

給説経済成長論の特色がある｡

ⅠⅠⅠ 供給説経済成長論

新古典派の供給説 (supplyorientedapproach)経済成長論の中核は次のよ

うに定義できよう｡国民所得 (GDP)を生産する統合 (aggregate)生産関数を

設定し,労働,資本ストックなどの要素投入と技術進歩を最善に活用すること

により,国民産出物 (GDP)を最大にするプロセスを明らかにする｡成長がす

べて供給サイドの要因で決まるとするところに,供給説としての新古典派理論

の特色がある｡成長会計論によると,労働と資本の投入ならびに技術進歩 (戟

差として算出される)は外生的 (exogeneously)に決められるかの如 く見える

が,実はそうではない｡残差として算出される全要素生産性 (技術進歩率とみ

なされる)は,労働や資本の質の改善,生産要素の部門間配分の改善,R&D

投資の効果,技術の国内普及など,内生的成長要因に置き換えることができ,
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その成果を労働や資本に帰属させることができる｡長期的には,労働と資本の

投入量と生産性の内生的変化 ･適応によって国民産出物 (GDP)の極大生産が

達成されるのである｡ただ輸出増による貿易均衡の達成といった需要側制約要

因は無視されている｡この点を ｢ケインズ的需要説経済成長論｣によって補わ

ねばならないのである｡

く極大生産の条件)

それでは,産出物の極大供給 (生産)を達成するには,いかなる条件を満た

すべきであろうか｡静態的 (static)均衡条件はこうである｡既掲(2)～(4)式にお

いて,労働の限界生産物が賃金率 Wに等しくなること (∂F/∂L-u)),また資

本の限界生産物がレンタル価格 Yに等しくなること (∂F/∂K-r)である.ち

とより労働 ･資本の完全雇用の下においてである｡これによって,賃金所得と

資本利潤とが極大になる｡従って産出量も極大になる｡ただ既述

q-a･l+(lla)k+^ (6)

における全要素生産性 (技術進歩率)Aの成果が誰の手に帰属するかが不明で

ある｡残差たる九が結局労働と資本の報酬の増加に帰せられるとするならば,

入-αん +(1-α)か (8)

となる.ここで ん は賃金の増加率,裾 ま資本レンタルの増加率,αと(1-α)

は,総産出高に占める労働シェアと資本シェアである｡

さらに,通常そうであるように,資本のレンタル価格はコンスタントである

とするならば,

入 .さαん (9)

すなわち,全要素生産性で示される経済全体の諸種の複合的技術進歩は,賃金

率の増加をもたらすと解釈してよいのである｡そしてこれが経済成長の重要な

要因となるのである｡

く産業選択の基準)

長期の動態 (dynamic)プロセスにおいては,生産性改善率 (技術進歩率)の

より高い部門 (卓越superior産業)を選びそれを拡大していくべきである｡産

業構造のリーディング ･セクターとなり,比較優位を得て輸出を拡大していく

ことになる｡他方,生産性改善の低い,停滞的部門 (劣後 inferior産業)は縮

小し,輸入に任せることになる｡これが最善の経済発展径路を選ぶ ｢生産性改

善率基準｣である｡
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生産性改善率の高い成長部門をどれだけ速 くどこまで伸ばしうるかは,需要

の伸びに依存する｡需要という制約 (constraint)がある｡需要の所得弾力性の

大きいものを選んだ方がよい｡これが経済発展径路を選ぶ ｢需要の所得弾力性

基準｣である5)｡最大の需要制約は輸出の伸び率であり,それによってカバーさ

れる均衡貿易が,経済成長率を規定することになる｡ハロッドの外国貿易乗数

が重要な役割を果たす｡これが次稿で究明したい ｢需要説経済成長論｣の中核

である｡

くKaldorの部門別モデル)

生産性改善率の高い逓増収穫部門を成長の中軸産業に据え,そうでない部門

を縮小させていくという選択が,経済成長を極大化する重要な要因になる｡一

本の統合(aggregate)生産関数だけでなく,その中身をなす部門別分析(sector-

alapproach)が必要になる｡そういう供給説経済成長論を強調したのがKaldor

(1966,1967)である｡Kaldorの命題は次のとおりである (McCombie and

Thirlwal1,1994,pp.164ff)0

(i)製造業 (manufacturing)部門の成長が速ければ速いほど,GDPの成長

率は速 くなる｡製造業部門内と外での生産性改善の誘発が多くかつ速いか

らである｡1970年代央までに先進国の多くで経験したように,低生産性の

農業部門から高生産性の工業 (industrial)部門への労働の大幅なトランス

ファーの結果に他ならない｡

(ii) 製造業産出高の成長率が速いほど,製造業の労働生産性の上昇率が高い｡

これは広い意味の規模経済即ち逓増収穫 (静態的ならびに動態的な)に基

づくものである｡かかる規模経済は,製造品への需要弾力性と供給弾力性

との相互作用として生まれるマクロ経済的現象である｡これが製造業産出

高と生産性向上との正の関係をもたらす｡｢Verdoornの法則｣として次節

で解明したい｡

(iiO 製造業産出高の成長率が速いほど,他部門からの労働の移動率も高い｡

他部門では逓減収穫であるか,雇用増と産出高増とは無関係である｡そこ

で他部門での労働量の減少は,それら製造業以外の部門の生産性向上率を

引上げることになる｡こうして製造業と非製造業の双方,つまり経済全体

の生産性成長率は,製造業産出高の成長が速いほど,より高められるとい

うことになる｡
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(iv)逓減収穫の他部門からの労働移動が渦渇すると,製造業拡大によって誘

発された経済全体の生産性改善はストップし減退することになる｡

(Ⅴ) 製造業産出高が製造業部門での労働力不足によって制約されるというの

ではなく,農業や他の非製造業部門が労働力不足に陥ることによって,製

造業部門への移行が困難になり,経済全体の成長の減速が生ずるのである｡

(vO 製造業産出高の成長は,労働供給の不足によって制約されるわけではな

い(上述のように)｡戦後初期には農業,その後は輸出からの需要の大きさ

によって制約されたのである｡輸出需要 (exportdemand)こそ開放経済

における主要自発的 (autonomous)需要の構成部分であり,輸入をまかな

う程度に伸長されねばならない｡そこに,次稿で明らかにする,Harrodの

貿易乗数が働 く｡

桐 輸出と産出高の速い成長率は,産出高の高成長が速い生産性改善を生む

とのリンク (上述(ii))を通じて,累積的上昇プロセス,つまり成長の好循

環 (virtuouscircle)を生み出すのである｡

(vi)において需要とくに輸出が経済成長の制約条件になることが導入されたO

需要説経済成長論は稿をあらためて詳論するのであるが,経済成長率を高める

ためには,需要の成長率の速い財(部門),即ち需要の所得弾力性のより大きい

産業を選ぶべきだということになる｡これが需要側から見た有望産業選択基準

ということになる｡

経済成長を促進するための産業 (部門)選択には,既述のように二つの基準

をみたさねばならない｡即ち,生産性改善率が最も高く,かつ需要の高い伸び

率つまり需要の所得弾力性の最大なるものを,リーディング ･セクターに置 く

ことが望ましい｡こういう産業を卓越 (superior)産業 と呼ぼう｡これに対し,

生産性の改善が停滞的でありかつ需要の所得弾力性の小さい劣後 (inferior)産

業があるわけである｡

卓越産業対劣後産業というコンセプトは,国際分業における比較優位 (com-

parativeadvantage)産業対比較劣位 (comparativedisadvantage)産業とは

異なる｡工業国では,卓越産業たる製造業が比較優位産業となり,その輸出が

伸長し,全体の経済成長が高まった｡その意味でKaldorは｢製造業が成長のエ

ンジンである｣(McCombieandThirlwal1,1994,p.166.)とすすめた｡これ

に対し農業国では一次産業が比較優位にあるが,それは劣後産業であるので,
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経済全体の成長率は低いということになる｡そういう国には工業化という構造

変革が必要とされるわけである｡戦後,東アジア諸国は外国直接投資を導入し

て,工業化そして輸出主導 (export-led)成長に成功したのである｡

ダイナミックなプロセスでは,生産性向上の速い卓越産業ほど,対外的に比

較優位産業になりうる,という一つのリンクが欲しい｡このリンクを与えたの

が次節で検討する ｢Verdoornの法則｣に他ならない｡

Ⅳ 開放経済化 と総合生産性

く高成長が高生産性向上を生む)

オランダのエコノミスト･フェアドーン (PJ.Verdoorn,1980)が ｢産出

高の成長が速いと,高い生産性向上をもたらす｣と指摘した｡これをカルドア

(Kaldor1966)が ｢フェアドーンの法則｣と名づけた｡この法則が妥当するか

どうか,実証研究から先ず検討してみよう｡

表3はカルドアのデータによるものである (McCombieandThirlwall,p.

169)01950年代から1960年代前半にかけての,日本の生産増加率 (‖ま (午)

13.6%と最も高いが,そこでは経済全体の総合生産性増加率少も7.8%といち

ばん高い.これに次ぐのは西独で,q-7.4%,9-4.5%である.生産増加率が

高いと,規模経済の利益が得られて,生産性増加率も高くなるというのである｡

敗戦国の日本とドイツは,急速な工業化キャッチアップの過程にあったわけで

ある｡これに対し,成熟した工業国イギリスとアメリカではその道に,低い生

産増加率が低い生産性増加率をもたらしている｡アメリカでは両者はともに

表3 製造業の生産,雇用,生産性の年増加率

(1953-4年平均から1963-4年平均の期間における)

生 q 産 雇 e 用 総合生産性 V:r=dg./rqn
増加率&(o) 増加率陶 増 加 率囲 弾 力 性

日 本 1

西 独

イギリス

アメリカ

7

1

8

0

5

6

8

0

0

0

0

1

(出所) McCombieandThirlwall,EconomicG710WthandtheBalance-of-Payments

Constraint,1994,Table2.4,p.169.
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2.6%である｡

フェアドーン弾力性 V-p/qはもっと沢山の国についての回帰分析から,大

体0.5ぐらいであることがわかった｡したがって生産増加率のうち半分が生産性

上昇に基づくものであり,他の半分が雇用増加による｡カルドアはこれを,か

なりの (substantial)規模経済の利益が生み出されたことの証拠であると解釈

している (McCombieandThirlwall,p.173)0

表3によって ｢高成長が高生産性向上を生む｣というフェアドーン法則が一

応実証されたことになるが,十分な支持とは言えない｡他の多くの実証研究の

結果もそうである｡しかしこの法則が,成長と生産性改善の重要なリンクであ

ることは否定できない｡

く部門間構造変動と総合生産性増加率)

総合生産性 (overallproductivity)pは,(a)逓増収穫の働 く工業部門が拡大

し,(b)農業部門が縮小して余剰労働力が工業部門へ移されるという資源 (とく

に労働)のトランスファー,つまり産業構造変動によって,高まる｡けだし(a)

によって拡大部門の生産性は高まり,(b)によって縮小した部門の労働の生産性

が高まり,結局全体の生産性を高めることになる｡これを構造変動による生産

性増加率 (∫)と名づけよう｡

工業部門では収穫逓増が働き農業に余剰労働力が存在するという仮定の場合

について抜き書きすると表4が得られる｡高成長時代が第 Ⅰ期1951-65年,第

II期1965-73年の二期に分けられ,それと転換期 (第III期)1973-85年につい

て計測されている｡

第 I期 (1951-65年)について見ると,総合生産性増加率pは12カ国平均で

は年3.96%で,その300/Oに当たる1.18%が構造変動による生産性増加率 Sで

あった｡30%というのは構造変動による生産性向上への貢献がかなり大きいこ

とを示している｡

構造変動の貢献 S/pが一番大 きいのは日本の36.8% (次いで ドイツの

34.1%)であり,そこでは総合生産性の改善率が最も高い｡これは遅れて工業

化に着手しキャッチアップ ･プロセスにあった日本では,農業部門が非常に大

きな割合を占めていたわけで,工業部門への急速な トランスファーにより,

Kaldor命題が期待するような,総合生産性の急上昇を実現したのである｡

農業から工業への資源 トランスファーが既に相当進んでいた成熟工業国イギ
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表 4 総合生産性年増加率と構造変動による貢献分

上段 1951-65
中段 右 1965-73
下段() 1973-85

総 ♪合 構 造S変 動 構造完 動
生 産 性 による生産性 の 貢 献
増 加 率 増 加 率 S/D陶

OECD12カ 国

単 純 平 均

7.64

8.64

(3,00)

4.95

4.59

(2.25)

2.04

2.75

(1.54)

2.34

1.78

(0.62)

3.96

4.27

(1.75)

2.81 36.8

2.33 27.0

(0.06) (2.0)

1.69 34.1

0.46 10.0

(0.45) (n.m.)

0.25 12.2

-0.18 n.m .

(-1.13) (n.m.)
0.31 13.2

-0.24 n.m.

(-0.63) (n.m.)

1.18 30.0

0.55 12.9

(-0.55) (n.m.)

注)n.m.-notmeaningful(無意味)
出所)McCombieandThirlwal1,EconomicGy10WthandtheBalance-of-Payments

Consiym'nt,Table2.12(p.224),Table2.13(p.225),およびTable2.14(p.228).

リス (それにアメ1)A)では,構造変動による生産性増加率 Sが低 く (イギリ

スでは0.25),総合生産性増加率 pも低い (2.04).12カ国についてのPとSの

ランク相関係数は十分に高 く有意である｡これはVerdoorn-Kaldor命題をサ

ポー トしていることになる｡

第ⅠⅠ期 (1965-73年)に入るとどの国でも構造変動による生産性増加率が減

少した(12カ国平均では第 Ⅰ期の1.18%から第ⅠⅠ期の0.55%へ)｡これは農業か

ら工業への資源 トランスファーが相当に進行したこと,さらには脱工業化(de-

industrialization)が始まり,工業部門から,より生産性の低いサービス部門へ

資源 トランスファーが進んだからである (このためイギ7)スとアメリカの Sは

マイナスになっている)0

部門間資源 トランスファーによる生産性増加が少なくなり,或いはマイナス
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になるという傾向がもっと著しくなったのが転換期 (1973-85年)である｡こ

のため先進諸国では総合生産性増加率が高成長期にくらべほぼ半減したのであ

る｡ただし転換期でも成長率の高い国と低い国の順序は変っていないのである｡

(フェアドーンの法則)

｢フェアドーンの法則｣とは一体どんなことなのか,そういう効果がなぜ生

ずるのかを更めて究明しておく必要がある｡

AllynYoungの"IncreasingReturnsandEconomicProgress"(1928)の考

え方に従うものである｡一企業或いは一産業の技術進歩だけではなく,経済全

体の ｢総合規模経済overalleconomiesofscale｣が,速い経済成長に伴って

生み出されると見るのである｡

p-pa+入y (10)

と表現される｡ここで少は,経済全体の労働生産性増加率である｡九は労働生

産性の自発的 (autonomous)増加率であるが,R&Dなどによる技術進歩分で

ある｡九がフェアドーン効果による生産性増加であるOそれがyつまり経済全

体の産出高の成長率に依存するとしている点に特色がある｡その道の因果関係,

つまり高い生産性改善が高い経済成長をもたらすという関係ではないとするの

である｡経済全体の成長つまり規模拡大につれ,総合規模経済の利益が生み出

されると見るのである｡生産拡大の卓越産業,リーディングセクターで,規模

経済,コスト低減が生じ,それが他企業,他セクターの学習効果 (learningby

doing),生産の外部経済(externaleconomies),誘発技術進歩などを連鎖的に

ひき起こす｡そして相互関連した諸企業,諸産業の相互作用から,経済全体の

規模経済,技術進歩,収穫逓増がもたらされる｡その成果は産業間の資源移動,

産業構造の高度化によって加速される｡ここでフェアドーン法則が,個々の企

業や産業の規模経済ではなく,経済全体の総合規模経済に着目していることを

強調しておきたい｡

サールウォールのあげている次の具体例がわれわれの理解を助けるであろう

(McCombieandThirlwal1,1994,pp.174-75)0

川 例えば産出物Ⅹへの需要が増加するとその生産に機械をより多く使うこ

とがもうかることになる｡Ⅹのコストと機械のコストとの両方を低 くする｡

そうすると他の諸産業でも機械使用がもうかることになる｡

累積的拡大が起るYoungのモデルの厳密な条件は,逓増収穫が働き,各
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財への需要は価格弾力的であり,その交換価格の低落につれてより大量の

財が購買され,従って代 りにより多くの別の財がオファーされる (貿易の

相互需要モデルのように)ことになる｡

回 鉄鋼と繊維生産という二産業を取上げてみよう｡鉄鋼生産には逓増収穫

が働 くので,供給増につれ交換価値は低下する｡鉄鋼需要が価格弾力的で

あると,繊維生産者はより多くの鉄鋼を需要する (交換により多くの繊維

品を提供する)｡繊維生産にも逓増収穫が働 く｡そこで繊維の交換価値は低

下する｡繊維需要が価格弾力的ならば鉄鋼生産者はより多くの繊維品を需

要する(交換により多くの鉄鋼を提供する)｡こういった状況の下では,紘

大プロセスに限界はない｡その限界は,需要が弾力的でなくなり,収穫が

逓増的でなくなった時にのみ訪れる｡

再 AdamSmith(1776)は分業 (特化)に基いて収穫逓増がもたらされる

とした｡生産性は分業に依存するが,分業は市場の大きさに左右される｡

市場が拡大するにつれ生産性が向上する｡それは今度は他商品に対する市

場を拡大し,それが他産業の生産性向上をひき起こす｡--こうして変化

は前進的であり,それ自体累積的に伝播するのである｡

かくて総合規模経済 (Verdoorneffect)こそ,ダイナミック経済成長論 (供

給説)の最も重要な中心命題となる｡国際比較にあらわれる国によって異なる

経済成長率の大小は,総合規模経済の大小に対応するのである (表 1を見よ)｡

上の引用は,経済成長の ｢累積的因果関係｣モデル (Myrdal1957)と関連して

いることを示唆している｡

く成長加速の好循環)

要するにフェアドーン効果を重要なリンクとして成長加速の好循環 (virtu-

ouscircle)がひき起こされるのである｡繰返しになるが,この好循環を要約し

ておこう｡

(i) 生産性向上率の最も高い有望卓越 (superior)産業が選択され,その生産

が立ち上げられる｡国内需要が十分に高い商品でなければならない｡私は

MOS(minimumoptimumscale)- たとえば鉄鋼なら年産500万 トン,

自動車なら年産20万台といった一一規模の工場を1つではなく複数必要と

するような需要の大きさであるべLと言う基準を設けた (小島清1990,

1992)｡
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この産業 (企業としてもよい)の産出量拡大率が速いので,その生産性

向上も速い｡生産性向上が速いので,コストと価格が相対的に低下する｡

そうすると需要が増加し,生産規模がいっそう拡大される｡それがいっそ

う生産性向上を誘発する｡

と同時に,コスト低下につれ,この産業は比較優位(comparativeadvan-

tage)を獲得して輸出産業となる｡輸出という外国需要の追加によって,

生産規模の拡大,生産性のいっそうの向上という循環が,加わるのである｡

(ii) 生産規模拡大-生産性向上という好循環は当該卓越産業だけに限られる

ことなく,経済全体に波及し,経済全体の総合規模経済の利益を実現する

ことになる｡その最大のメカニズムは,資源の産業間移転による産業構造

の高度化である｡劣後産業を縮小し卓越産業へ生産要素を移すことにより,

両者の生産性がともに高まる｡劣後産業の縮小につれ輸入が増加する｡そ

れは,輸入品を国産するよりも安 くかつ沢山入手することになるという貿

易利益をもたらす｡またこの輸入増加を始発力として国際的ないし地域的

(東アジア地域のごとき)な成長波及の好循環が誘発される (ただしこの

間題は次稿の課題)0

(嗣 卓越産業の生産性向上,コストと価格の低下につれ,関連産業での誘発

的技術進歩がひき起こされる｡ことに卓越産業の生産物が関連産業の必要

とする中間財や資本財である場合には,関連産業でのコスト引下げを次つ

ぎに促進していくことになる｡たとえばⅠ.C.(半導体)の導入が生産技術

を革新させたし,企業経営や販売方法をもー変させつつあることに注目し

たい｡天然資源やその他原材料 ･食糧の輸入による低廉入手が戦敗経済の

生産を始動させ高度成長の起爆剤となった｡故赤松教授が ｢供給乗数｣な

るコンセプトが必要だとされた問題である｡

く日本での見解)

フェアドーン法則はきわめて供給説的な経済成長論の重要な一環である.日

本の経済学者の見解はおおむね供給説であり,フェアドーン法則に近い考え方

をとっている.その-,二の例を挙げておこう｡

第 1に,赤松博士の供給乗数がある (小島清,1996,第 4章)0

｢輸入乗数｣ならびに ｢供給乗数｣なるコンセプトを打出したのは,わが恩

師赤松要博士を晴矢とする (赤松要,1948,1950)｡戦争直後 (1947年)の,労
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働力は余っているが食料をはじめ諸物資不足の日本経済の危機的状況に立脚し

て着想された｡貿易入超のため輸入物資の入手は限られ,米国からの援助資金

に頼らざるをえなかった｡博士の中心命題として次の二つを引用しておこう｡

[赤松命題 1]-｢今日,我国にタレヂットが 1億 ドル与えられ,それが

綿花として鉄材として或いは石油として輸入されたとする｡綿業も鉄工業

も,その他石油を動力とする事業も活動を拡大し,雇用を増加するであろ

う｡綿花であれば紡績業はいうまでもなく,織布業も,また織布を材料と

して用うる各種雑多の産業も,或いは仕立屋もみな活気づき,雇用は増大

するであろう｡｣

これが輸入乗数の基本命題である｡

[赤松命題 2]一戦後日本における労働生産性の著しい低下は大部分食

料不足に起因する｡労働者もサラリーマンも自らの職場で働らくのではな

く,しばしば田舎の農家へ出かけ食料買出しをするとか,自ら家庭栽培を

して,食料を調達せねばならない｡-=･C′なる消費財(食料)が輸入されれ

ばfなる割合の労働能率向上をもたらす｡C′fなる供給増加になる｡こうし

て消費財供給がふえれば次にはC′f2なる能率向上が追加される｡そして結

局C′丁圭了なる消費財の乗数的増加を来たすo
この命題 2は,一方,食料輸入も,労働力再生産のための中間財 (他の原料

輸入と同様に)とみなしうること,他方,かかる中間財輸入が生産能率の向上

をもたらしうることを指摘しているという2点において重要である｡リカード

の貿易論は,食料を低廉に輸入することを通じて,賃金を低廉に保ち,工業化

を促進することにあったと思われる｡また最近の内生的経済発展論が中間財は

コストダウンの波及効果をもつとしている問題と連なるのである｡

日本経済は ｢加工貿易立国｣だと言われるが,赤松博士の提唱された ｢輸入

乗数｣は正に加工貿易のシステムを明示するコンセプトであり,高く評価すべ

きである｡ただ,博士の輸入乗数式の定式化は満足できない点が残されている｡

第 2に,VerdoornLaw或いは赤松博士の供給乗数に相当するコンセプトが,

篠原教授の発言の中に見出される｡すなわち

問題は,成長力が高度な経済ほど,技術革新によって幼稚産業における
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｢費用逓減｣の程度は大きいだろうということである｡市場の急激な拡大

が予想されれば,諸企業は思いきって,規模を引き上げて量産によるコス

ト･ダウンを狙うだろう｡さらに,他企業の製品の価格が低下してくれば,

それを原料として使用する企業では外部経済的な利益を享受することにな

ろうO市場拡大のテンポが速ければ速いほど,.外国から最優秀ないしそれ

に近い技術を導入する意欲が湧いて来よう｡そういうわけで,高成長であ

るほど,成長産業としての幼稚産業の費用逓減は急速に生ずる可能性があ

る (篠原三代平,1987,p.185)0

第 3に,金森久雄氏のつぎのような指摘がある (金森久雄 1995,pp.

237-38)｡

ところが日本の経済をみると成長によってかえって国際収支に余裕がで

た｡技術革新によってこれまでとは一段とスケールの大きい設備が建設さ

れ,スケール ･メリットでコストが大きく下がった｡価格の低下によって

輸出競争力が強まり,鉄鋼や自動車が輸出のトップとなった｡経済の成長

は国際収支の天井を引き上げたのである｡

く比較成長率原理)

｢比較成長率原理｣という命題がある｡これは,私が 『外国貿易･新版』(香

秋社,1957,p.208)において提唱したものであるが,永く休眠の状態にあっ

た｡この命題を復活したい6)0 ｢比較生産費説｣が国際分業と貿易の静態原理で

あるに対し,｢比較成長率原理｣は国際分業と貿易の動態原理となりうるのであ

る｡

諸産業の成長率には差がある｡一国の諸産業の成長率比率と外国のそれとの

間には比較的 (相対的)相違がある｡成長率の比較的に大きい産業を見出し,

それを輸出産業にするよう国際分業を形成するのが有利である7)｡これが時間

にわたる動態的な国際分業原理である｡

ところが,比較成長率から見て選ぶに値する有望産業が,静態的比較生産費

表において生産費の比較的に安い比較優位産業であるとは限らない｡こういう

矛盾があるので,私は ｢比較成長率原理｣を強調せず休眠させてきた｡だが今
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やフェアドーン法則が成立することがわかった.成長の速い産業ほど生産性改

善が著しい｡だとすると比較成長率から見て有望な産業は必ずや他よりも大幅

に生産費を低めて比較優位産業になるのである｡国際分業の静態論と動態論は,

フェアドーン法則が妥当する限り,矛盾せず両立しうるのである.このことが

分ったから,比較成長率原理を復活させたいのである｡

比較成長率フォーミュラに従ってリーディング産業を次つぎに育て上げてい

く方式は,一方,フェアドーン効果により,速い総合的生産性向上,従って高

い経済成長をもたらす- 成長の利益.それだけではなく,他方,高い成長率

産業をして比較優位をもつ輸出産業に成長させ,比較生産費に従う貿易利益を

獲得させる- 貿易の利益｡成長と国際分業とが同一産業の生成 ･拡大によっ

て生み出され,高成長の利益と貿易の利益との補完的･相乗 (re-inforcing)効

果が実現され,成長は好循環の下で加速される｡こういう開放経済化経済発展

を私は｢順貿易志向的経済発展- pro-tradeoriented(略してPROT-)deve1-

opment｣と名づけている (小島清,1994,p.237)｡またそういう経済成長と

貿易を促進するように海外直接投資が行われることを勧めている (小島清,

1996,第 7章,第8章)0

諸産業の比較成長率は国ごとに異なってくるであろうか｡比較成長率の決定

因は何であろうか｡静態的比較生産費は,貿易開始時における生産諸要素の賦

存比率の国ごとの差と,産業ごとに異なる投入要素集約度とによって決まると

された (Heckscher-Ohlin命題)｡動態的比較成長率は,生産諸要素の賦存水

準ではなく,生産諸要素の増加率と,技術進歩率の諸国間の差に依存する｡そ

れらは国民経済の発展段階の違いに大いに左右される｡たとえば,先進工業国

では,新製品,新生産方法の研究開発 (R&D)の成長が早 く,ハイテクに向

いた熟練労働力或いは人的資本の併給増加が著しい｡したがってハイテク産業

が高い比較成長率産業になる｡人口過剰の開発途上国では未熟練労働力の供給

増加率が高いので,それを多用する低質労働集約財の生産の比較成長率が高く

なる｡

需要の成長率パターンも発展段階の差,所得水準の高低に左右されることが

多い.先進高所得国では高級ハイテク製品やレジャー,サービスへの需要が大

きく伸びる｡低所得開発途上国では,衣,食,住の必需品への需要の伸び率が

依然として高いのである｡
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Ⅴ 結語

本稿は,サールウォールらの主著を台本にして新古典派の経済成長論が供給

読 (supplyorientedapproach)であることを明らかにした｡すなわち,国民

経済全体の統合生産関数を想定し,労働 ･資本といった投入生産要素の量的増

加と質的改善ならびに経済全体の総合生産性の向上 (技術進歩)によって,つ

まりすべて供給側要因によって,全経済の最大の成長率が決定されると見る｡

それら投入要素の成長は,成長会計論の実証するように外生的与件ではなく,

内生的成長メカニズムによって説明できる｡

なかんづく成長率の低い劣後 (inferior)産業からそれが高い卓越 (superior)

産業への資源配分再構築すなわち産業構造の高度化が,経済成長に重要な貢献

を果たす｡速い産出拡大ほど高い生産性向上をもたらすという,｢フェアドーン

の法則｣が導入された｡このリンクが働 くと,卓越産業の速い成長が,その産

業の高い生産性向上をもたらすだけでなく,関連産業に規模経済が波及し,経

済全体の総合生産性を向上させる｡それが賃金上昇と雇用増加という好循環を

生み出す｡さらに高成長の卓越産業は,生産性向上が速いので,比較優位産業

となり,その輸出を拡大するというもう一つの好循環を導き出す｡速い成長と

貿易利益との相乗効果が得られることになる｡

以上のように要約した供給説経済成長論に残された問題がいくつかある｡そ

の第-は,斯説が需要側を無視ないし軽視していることである｡需要とくに輸

出(外国の需要)の制約をとり入れることにより,ケインズ流の需要説(demand

orientedapproach)経済成長論が成立する｡これを稿をあらためて論じたい｡

第 2に,本稿で明らかにしたのは結局 ｢輸出主導経済成長｣(export-led

growth)の生み出す成長加速の好循環メカニズムであった｡この好循環プロセ

スは一国内に限られるわけではない｡一国の成長は輸入を増加するが,それは

相手国の輸出主導成長を誘発することになる｡こういう連鎖を通じて,一国の

高成長は国際的に,ことに地域的に (東アジア地域といった)波及することに

なる｡こういう国際的累積的因果関係を,やはり次稿で,明らかにしたい｡

第 3に,｢フェアドーン法則｣はきわめて重要な概念である｡だがなお充分に

フォーマライズされているとは言えないO高成長-高生産性向上の傾向は,中

間財や資本財の低廉な生産,また輸入によるそれらの低廉な入手が,次つぎの
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生産プロセスにおいて,生産性向上,コス ト節約をもたらすという連鎖をモデ

ル化する必要があるのではあるまいか｡赤松教授の ｢供給乗数｣がこれに相当

する｡ こういうものをフォーマライズしてはしいのである｡

〔注〕

1)私は古くから,開放経済体系に需要説と供給説の二種があることに注目してい

た｡先ず古典派貿易理論の中にRicardoの供給説とJ.S.Millらの需要説との対立

があることに古い昔に気がついた(小島清1952,第4章,第5章)｡それを最近再検

討してみた (小島清1997,1998a)0

第2に,ケインズ-ハロッドの開放経済乗数を ｢需要乗数｣と認定し,これに対

し ｢供給乗数｣が重要だと指摘される故赤松要博士の提案に同感し,供給乗数の展

開に努力しているが,まだ成功していない(小島清1996,第4章 ;Kojima1998b)0

第3に,私の戦後日本貿易の分析 (小島清1996,第5章)は供給説経済成長論に

立脚するものであり,斯説の研究の必要をあらためて痛感させてくれた｡

サールウォールらの大著が,経済成長論に供給説と需要説の二種があるとし,そ

の対立点を鮮明ならしめていることを知り,私は大きな親近性を感じたのである｡

また日本の経済学は戦後,アメリカ経済学に支配されすぎているように思える｡

日本経済はイギリス経済とよく似た歴史的発展をとげるかもしれない｡イギリス経

済の苦悩を学ぶことは大いに意義のあることである｡

2)たとえば,松尾匡1996を見よ｡

3)PaulKrugmanはForeignAHairs,1994の論文の要約において次のように言う.

アジアの経済成長は奇跡ではない｡持続的な経済成長には,｢投入の増大｣と｢生産

効率の改善｣の双方が必要だが,アジア諸国の経済成長のほとんどは,労働力の拡

大,教育レベルの改善,物的資本への投資など,持続的には行ない得ない ｢投入｣

の増大によって説明できてしまうからである｡実際,日本を例外とすれば,そこに

は生産効率の改善の形跡などほとんど見られない｡いずれ陰りが見えてくるのがわ

かっている投入増大型の経済成長を,将来にそのまま当てはめ,世界経済の将来を

論じても何の意味もない｡｣(ポール･クルーグマン ｢まぼろしのアジア経済｣『中央

公論』1995.1,p.371)｡

クルーグマンが引用したAIwynYoung(1994a,1994b)は,アジアNIEs諸国の

1970-85年の高成長,高い輸出増加率の原因は,労働と資本の投入の急増に基づく

ものである｡全要素生産性も上昇したが,非常に顕著というわけではなく,世界平
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均或いは多くの先進国におけると大差がない｡1970-1985年の全要素生産性年成長

率は,香港2.50/.,タイ1.9%,台湾1.5%,韓国1.4%,中国1.3%,日本1.2%など

である (AIwynYoung,1994b,p.970(Table3))0

クルーグマンが,東アジア諸国の成長にいずれ停滞が訪れると1994年に予言した

ことが,1997年 7月以来のタイから始まったアジア金融危機を的確に予測したもの

として,再び関心が高まっている｡しかし今回の危機の原因は明らかに金融,過

貨,為替投機の問題であり,クルーグマンが旧稿で指摘した全要素生産性つまり技

術進歩の欠除ないし不足の問題ではない｡このことに注意したい｡

速水佑次郎 『開発経済学』創文社,1995,pp.127-41およびpp.157-160が,成

長会計分析につきすぐれた解明を与えている｡その中でKrugmanに対し次のよう

にコメントしている｡すなわち,アジアNIEsの経済成長は物的資本ストックの増大

に大きく依存し,技術進歩 (全要素生産性)の貢献は少なかった｡これは初期工業

化段階に特有な成長パターンである｡今後,NIEsの発展パターンは,技術進歩によ

り多く依存する先進国型へ転換する｡それに成功すればNIEsの持続的な成長が続

くであろう (速水,p.141)0

4)内生的経済成長論の主要文献として,次をあげておきたい｡Barro,RobertJ.and

XavierSala-i-Martin(1995);Aghion,PhilippeandPeterHowitt(1998).

5)日本経済論の権威篠原三代平教授は1957年という早い時期に,次の ｢産業構造策

定基準｣を提唱した｡すなわち ｢供給面,コスト面では比較技術進歩率 (したがっ

て生産性上昇率)が高い産業を選ぶべきである- 生産性上昇率基準｡需要面では

所得弾力性の相対的に高い生産物を輸出産業の製品として選ぶべきである- 所

得弾力性基準｡｣(篠原三代平,1987,pp.182-3)0

これは先見の明ある的確なダイナミック基準の提唱であり,イギリスでの検討と

も一致する｡

篠原教授は,これによって高度成長の好循環が生み出され,それにより日本の総

花的工業化 ･輸出産業化が成功したと見るのである｡

6) ｢比較成長率の原理｣を復活させようと決意したきっかけは,次の金森久雄氏

(1995,p.254)によるこの原理についての高い評価である｡

一橋大学の中で篠原氏の好敵手は小島清氏であった｡小島清氏は,戦後早くか

ら,貿易理論と実証分析を結びつける非常にすぐれた論文を次々に書いていた｡

昭和24年には,山田雄三氏との共著で 『所得 ･貿易の国際比較』という実証的な

本を書いた｡一層重要な貢献は,比較成長率という考え方を貿易理論に取 り入れ

たことだ｡これは昭和32年に出た 『外国貿易 (新版)』に現われた｡
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古典的な比較生産費の原理では,日本は雑貨や綿布の輸出に特化することが有

利となってしまう｡それでいいのだろうか｡私は当時,企画庁で貿易を担当して

いたのだが,直観的常識と貿易理論とが食い違うので,何となく落ち着かない気

持ちであった｡そこに新進気鋭の小島助教授がさっそうとして,比較成長率の原

理という動態的な国際分業原理を提示したのだ｡その後の日本の貿易の発展をみ

れば,比較生産費では劣っていても,比較成長率で勝る鉄鋼や自動車の輸出がど

んどん伸び,これが日本経済発展のエンジンとなったのである｡小島氏の比較成

長率の原理にしたがって特化すべLという説は卓見であった｡

7)比較成長率原理というのは,

II冨豊富芸冨票 芸 f18.%%))/
H国A産業成長率 (8%)

ⅠⅠ国B産業の成長率 (2%)

という比率の比率において,成長率の比較的 (相対的)に高い産業を選ぶこ

とである｡Ⅰ国にとっては10%成長率のB産業が,ⅠⅠ国にとっては8%成長率

のA産業がそれぞれ有望産業ということになる｡しかし成長率という同じ単

位のものの国際比較であるから,敢えて上のような比較的フォーミュラで見

る必要はないかもしれない｡むしろ各国において産業別成長率の絶対比較を

行い,成長率のより高い産業を選べばよいということになるOそうすれば既逮

の篠原教授の産業選択基準とも一致するわけである.

ただしこのような場合,つまり有望高成長率産業が国ごとに異なり,うま

く国際分業ができる絶対成長率差の場合を比較成長率差 と言ってもかまわな

い｡けだし絶対成長率差は比較成長率差の一つのケースに他ならないからで

ある｡

ただ Ⅰ国とⅠⅠ国のいずれにとっても同じ産業 (たとえばA産業)が他産業

よりも高い成長率であり,両国ともそれを選びたいとする場合に困難が発生

する｡各国の発展段階に大きな較差がある場合にはそうならない(本文のよう

に)｡しかしよく似た発展段階の国の間ではそうなり,産業内貿易 (intra-

industrytrade)或いは私の言う合意的国際分業 (小島清,1994,p.341)が

必要となってくるのである｡
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